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はじめに

　１９８０年代にな って，目本企業の海外直接投資は急激に増加した。１９７０年代ま

では，海外直接投資の中心が資源開発投資であ ったが，近年は貿易取引 ・市場

確保のための商業投資，不動産投資，製造業投資が著しい。また，地域的には

直接投資の中心が開発途上国からアメリカ ・欧州 ・アソア新興工業国（ＮＩＣｓ）

　　　　　　　　ユ）
へと変化している 。

　１９８０年１２月の外国為替管理法の改正にともなう対外資本取引自由化の拡大は
，

直接投資の大幅な増加を引き起こした主要な要因である 。その上，近年の貿易

収支の大幅な黒字による貿易摩擦の深刻化，及ぴその結果としての円為替 レー

トの上昇は，製造業部門における輸出増加を困難にし，企業の海外進出を促進

したといえる 。

　海外直接投資の増大は，一方では貿易取引，資本取引，直接投資による収益

の投資本国送金の変化などを通じて，他方では投資国 ・投資受げ入れ国の設傭

投資 ・生産 ・雇用の変化なとを通じて投資国 ・投資相手国のみならず，第ゴ国

の国民経済にも影響を与えることになる 。１９６０－７０年代のアメリカにおいて深

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４２）
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刻な問題として論争が展開されたように，海外直接投資が当該諸国の国際収支 ，

及ひ雇用に与える影響の問題は，現在の目本経済においても重要な関心事であ

る。 前考は，貿易摩擦の問題と関連し，後者は，製造業部門におげる海外生産

比率の増大にともなう国内雇用減少の問題と関連する 。

　本稿では前者の間題，すなわち目本企業の海外直接投資の増大が，貿易収支

に及ぼす影響を産業別に考察することを目的としている 。目本経済をめぐる内

外の政治 ・経済状況の変化は，目本企業の海外事業活動に影響を及ぼすが，本

稿の分析の対象外である 。その意味では，海外直接投資の変動を国民経済との

相互連関の中で分析を行うための予備的考察と位置づけうる 。

　以下ｎでは，分析方法と使用するデータを検討し，本稿の分析視角を明らか

にする 。皿では，直接投資が貿易収支に及ぽす影響を産業別に検討する 。最後

に， 今後の課題について述べる 。

　　 １）　
この点については，目本貿易振興会（１９８７）ｐ ．２０－２１ ，及び通産省（１９８７）Ｐ

　　　１１－１２参照
。

皿． 分析視角

　目本企業の海外直接投資が貿易収支に及ぼす効果についての数量的研究は ，

必要とするデータ上の制約もあり少ない。東京銀行（１９７６），目本興業銀行

（１９８４） ，産業研究所（１９８６），経済企画庁（１９８７）などの諸研究が代表的であり ，

それらの多くは，アメリヵでのＨｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ（１９６８） ｌ　Ｓｔｏｂａｕｇｈ（１９７６）等

の研究を基礎にしている 。本稿での分析方法は，これらの従来の研究を参考に

している 。まず，アメリヵにおける研究について考察することにする 。

　１　Ｈｕｆｂａｕｅ卜Ａｄ１ｅｒ，Ｓｔｏｂａｕｇｈの研究

　直接投資が貿易取引に与える影響は，輸出代替効果，輸出補完効果１輸入代

替効果に大別しうる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４３）
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　（１）直接投資の輸出代替効果

　Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄｌｅｒは，直接投資が行われると当該産業の現地生産が開始され

ることにより ，投資本国の輸出が代替されるか，第ご国あるいは現地企業の輸

出が代替されるかのいずれかが生じるとし，前者を古典派の仮定（ｃｌａｓｓ１ｃａ１ａｓ
．

ｓｕｍｐｔ・ｏｎ） ，後者を逆古典派の仮定（ｒｅｖｅｒｓｅ　ｃ１ａｓｓ１ｃａｌ　ａｓｓｕｍｐｔ・ｏｎ）と口
乎んだ。彼

らの分析目的は，１９５０年後半から１９６０年印』半にかげてのアメリカ企業の海外直

接投資がアメリヵの輸出入に及ほ一した影響を数量的に検討することにあ った 。

　彼らは古典派の仮定，逆古典派の仮定を投資受げ入れ国に競争企業が存在す

るか否かとの関連で次のように考えた。もし，投資受げ入れ国の市場に競争企

業が存在しなげれぽ・現地法人の生産開始は，投資国本国の企業の輸出を代替

するか，あるいは現地法人が第ゴ国への輸出開始により投資本国の第ゴ国輸出

を代替するかのいずれかの可能性が生じる（古典派の仮定）。 投資受げ入れ国の

市場に競争企業が存在すれは，輸出企業は市場確保のために輸出相手国あるい

は第ゴ国に直接投資を行い競争企業に対抗する 。た娃たら，もし直接投資をお

こなわたか ったならは，諸外国の競争企業の生産 ・輸出増加，あるいは現地生

産による生産 ・輸出増加にとっ て代わられるかもしれないからである 。この場

合には，直接投資によっ て現地生産が開始され投資本国の輸出が減少したとし

ても，直接投資を行わなか ったならば失われたであろう市場を確保することが

できたという意味において，古典派の仮定とは異たる（逆古典派の仮定）。 ＨｕＬ

ｂａｕｅｒ－Ａｄｌｅｒは，産業別 ・地域別データをもとに古典派の仮説，逆古典派の仮

説のいずれが妥当するかの統計的検討をための回帰モデ ノレ を作成し，カナダ ，

ヨーロッバ，中南米，その他地域の４つの地域について回帰方程式の推定を試

みた。推定結果によれぱ，古典派の仮説の係数推定値はカナタ ，その他の地域

で高い有意性を示している 。つまり ，これらの地域ではアメリカの海外直接投

資がアメリカ本国の輸出を代替していると判断される 。逆古典派の仮説の係数

推定値は，いずれの地域においても有意性が低く ，その妥当性を確かめること
　　　　２）
はできない 。

　Ｓｔｏｂａｕｇｈ等は，古典派の仮説 ・逆古典派の仮説の現実妥当性について ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４４）
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Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ とは異な ったアブ ローチで数量的検討を行 った。産業が異な

る９つの地域（カナダ，東アフリカ ，台湾，ヨーロッパ，目本，南米，アイ ノレラソド）

についてヶ一ススタデ ィを行 った結果によれば，台湾とヵナダを除く７つの地

　　　　　　　　　　　　　３）
域で逆古典派の仮説が妥当した。これら２つの研究結果は，カナダを除いてか

なり異な っている 。両者の結果を評価するにあた って，問題とたるのは次の点

であろう 。

　発展途上剛こ顕著にみられるように，現地企業を保護する目的から関税障

壁・ 輸入制限等の実施により ，輸出が困難な状況のもとではたとえ強力な競争

企業が存在したいとしても ，直接投資を行わたか ったとしたら第三国の現地生

産によっ て市場を奪われるかも知れたい。直接投資はこのケースでは逆古典派

の仮説が妥当すると考えられる 。産業別データを用いた分析であ っても ，Ｈｕｆ－

ｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒの回帰分析による方法は，このような状況を十分に把握すること

ができず，古典派の仮説を認める可能性が強い。いずれにせよ ，古典派の仮説 ，

逆古典派の仮説の妥当性については，投資受げ入れ国での競争状態と「もし ，

直接投資が行われなか ったら」という前提のもとでの分析であるから，個々の

ヶ一スについて検討しない限り ，検証はきわめて難しい 。

　（２）直接投資の輸出補完

　直接投資の増加は，現地生産のための投資本国からの資本設備，原材料 ・部

品調達にともなう輸出増をもたらす。直接投資による資本設備の輸出増加は ，

直接投資を行ったときの資本設備の輸出額と直接投資を行わなか ったとしたら

生じていたであろう資本設備の輸出額との差額である 。つまり ，直接投資が行

われなか ったならば，どれだげの資本設備輸出が失われていたのかの逆古典派

の仮説の検討と考えることもできる 。Ｈｕｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ，Ｓｔｏｂａｕｇｈの推定結果

は， 両者とも直接投資がもたらす資本設備，原材料 ・部品の輸出効果はプラス

である 。しかし，Ｓｔｏｂａｕｇｈの推定結果は，逆古典派の仮説の有意性が高いの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
に対して ，Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒの推定結果は，その有意性がきわめて低い 。

　例えば，資本設備の本国からの輸出については，直接投資があ った場合の輸

出の推定値は両者近い値であるのに対して，直接投資がなか った場合の輸出の

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４５）
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推定値はＨｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒの方が高い。彼らは，当該業種の投資受げ入れ国

地元企業が存在する場合には，同種の資本材を輸入しているとみなしているた

め・ 直接投資は現地子会杜への輸出を創出する反面，競争によっ て規模が相対

的に縮小した地元企業への輸出がかたり減少すると考えている 。それに対して ，

Ｓｔｏｂａｕｇｈは調査した９つの地域のうち７ケースがＨｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒが考えた

状況にないと判断し，直接投資の地元企業への輸出はそれほど減少しないと考

えている 。

　現地子会杜と地元企業との競争状態をとの様に想定するかによっ て， 直接投

資による輸出補完効果の推定はかなり異な ってくる 。さらに，投資本国からの

資本設備，原材料 ・部品の調達比率は，内外の経済状況の変化及び時問的な経

過とともに変化する 。　般に，直接投資が行われた当初投資本国からの調達比

率が高くても，次第に現地調達比率が高まっ ていく傾向を持つ。特に，原材料

・部品の調達比率の時問的変化をとのように設定するかによっ て， 直接投資の

輸出効果は異な ってくる 。

　（３）直接投資と逆輸入

　以前輸出商品であ ったものが企業の海外進出により輸出代替が行われた後逆

輸入が行われるというケースが，ここ２年間の円高にともない増加している 。

特に，繊維製品をはじめ家庭用ミシソ，カートリッ ジカメラたどは一転して輸

入商品とな っている 。

　Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ，Ｓｔｏｂａｕｇｈらは，直接投資が投資本国の輸入を増加させる

か否かは，投資本国企業，投資受げ入れ国の子会杜，及び外国企業の国内 ・海

外市場をめぐっ ての競争関係をどのように設定するかに依存するとしている 。

直接投資企業が，国内及ぴ海外での市場争奪のために国内企業と競争している

場合，投資受げ入れ国での現地生産を開始するならぱ，それ以前より輸入（逆

輸入）が増加する可能性がある 。直接投資企業が，国内及ぴ海外での市場争奪

のため外国の企業と競争している場合，現地生産の開始は，競争企業の市場を

狭めることにより投資本国の輸入が外国の企業から直接投資による現地法人に

変わるだげかも知れたい。つまり ，このケースでは直接投資によっ ても輸入は

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４６）
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増加しないことになる 。Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄｌｅｒ，Ｓｔｏｂａｕｇｈは，直接投資が行われた

かっ たとしたら生じていたであろう輸入額を推定し，実際に直接投資が行われ

たことによっ て生じた輸入額の差額によっ て直接投資の輸入に及ぼす影響を推

定している 。Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒの推定では，直接投資により輸入が増大し ，

Ｓｔｏｂａｕｇｈの推定では，直接投資により輸入が減少するという反対の推定結果

が得られている 。両者の推定結果の差異は，レ記直接投資企業をめくる競争状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
態の想定が異なることによっ て生じたものと考えることができる 。

　直接投資による現地生産の開始が貿易取引に及ぼす影響は，当該産業の競争

状態をどのように想定するかに依存する 。この点では，Ｓｔｏｂａｕｇｈのヶ一スス

タデ ィによる方法の方が望ましいと考えられるが，業種全体をどのようにカバ

ーするかについては問題が残る 。

　２ ．分析方法
　本稿での分析方法を説明する前に，アメリカの研究を基礎にした日本におげ

る主要な研究について検討することにしよう 。

　（１）目本における実証研究

　目本での実証研究のうち，従来の研究を基礎にした目本興業銀行の研究を取

り上げることにする（以下興銀と略す）。

　興銀の研究は，日本企業のアメリカ製造業への海外直接投資活動が，両国の

国際収支に及ぼす影響の数量分析を行っている 。報告書は５章からなり ，最初

の２章は目本の貿易構造の問題と対米直接投資の現況，第３章は日本の対米直

接投資が貿易収支に及ぼす効果の分析，第４章は業種別直接投資の動向とその

経済効果の分析とな っている 。本稿の分析と直接関連があり検討の対象となる

のは第３章である 。第３章では，直接投資が貿易収支に及ぼす効果として ，ユ）

目米貿易収支，２）目本と第三国の貿易収支，３）米国と第三国の貿易収支に大

別し，それぞれの考えうる経路について次のような算出方法を提示している 。

　１）　日米貿易収支に対する影響

　対米資本材輸出誘発効果　当該期問に発生した直接投資にともなう投資本国

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４７）



　２４４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

からの資本財輸出は，現地法人におげる目本企業の出資分に見合う設備投資額

に目本からの資本財調達比率を掛げ合わせた額とされている 。データとしては ，

大蔵省「直接投資届出 ・許可実績」の対米直接投資額に，第１回海外事業活動

基本調査（以下基本調査と略す）の日本側出資比率で除した額を現地法人の期間

内に発生した目本企業出資分に見合う設備投資額とみなしている 。日本からの

資本財調達比率については，基本調査の「主要生産設備調達先別分布」で全杜

数のうち目本からの輸入品が１番多いとした杜数の割合を用いている
。

　対米製品輸出代替効果　直接投資の輸出代替に関する古典派の仮説について
，

目本企業の出資分に見合う現地販売額が直接投資によっ て代替された目本企業

の輸出額とみたしている 。したが って，出資分にみあう現地法人の現地販売額

と同額が目本企業の輸出を減少させてきたことになる 。代替効果算出のさいに ，

現地法人の目本側出資分にみあう販売額と目本企業の直接投資残高を結びつげ

る必要がある 。直接投資残高のテータとして，大蔵省資料対米直接投資届出累

計額を使用し，基本調査から推計した業種別産出係数と米国内向げ販売比率を

掛げ合わせたものを，直接投資による輸出代替額と見なしている 。逆古典派の

仮説については，直接投資の代わりに目本で同額の投資を行っていたとしたら ，

日本から米副こ輸出されていたであろう額を推計して，対米輸出減少額とみて

いる ・このケースでは・輸出自主規制が反映されているというのである 。算出

方法として，対米直接投資累計額に対応する生産額を計算する 。次に，基本調

査の目本の本杜企業の輸出比率を掛げ，通関統計へ 一スの産業別輸出額に対す

る産業別対米輸出額の比率を乗じている 。

　製品の逆輸入効果 ：対米直接投資届出累計額に現地法人の売上高に占める目

本向げ輸出比率（逆輸入比率と呼んでいる）を掛げ合わせた額が直接投資によっ

て生じた逆輸入額とみなしている 。

　対米原材料輸出誘発効果 ：現地法人による目本からの原材料 ・部品調達をす

べて直接投資によっ て誘発された対米輸出とみなしている 。算出方法として ，

対米直接投資届出累計額を目本側出資比率で除した値を現地法人の直接投資残

高の代理変数とする 。この額に，基本調査におげる原材料使用額を直接投資届

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４８）
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出累計額で除した原材料 ・直接投資比率を乗じ，さらに原材料使用額に占める

目本からの仕入れ高比率を掛げ合わせている 。

　２）　目本と第三国の貿易収支に与える影響

　第三国への輸出代替 ：直接投資による第三国への輸出増加は，古典派の仮説

のもとではその額だげ目本からの輸出減少となる 。逆古典派の仮説のもとでは ，

目本からの輸出は不変である 。現地法人の目本側出資分にみあう売上額に，現

地法人の第三国への輸出比率を乗じた額が古典派の仮説にもとづく輸出減少額

とみなしている 。

　機会的な原材料輸入減少効果 ：古典派の仮説では，直接投資による日本企業

の生産減少カミ，原材料輸入の減少をもたらすと考えることカミできる 。この輸入

減少額を，目本側出資分に対応する生産額に本杜企業の原材料 ・売上高比率と

輸入原材料比率を掛げ合わせた額としての算出を考えている 。しかし，投資国

からの原材料輸入比率データの入手困難であることと本杜企業の売上高に占め

る割合がきわめて小さいこと等の理由で，推計を省略している 。逆古典派の仮

説のもとでは，目本企業の生産に変化がないと考えられるから，原材料輸入に

も影響がない 。

　本稿の分析対象を直接投資の直接的影響に限定しているので，３）米国と第

三国との貿易収支については考察の対象外とする 。

　（２）本稿の分析対象

　本稿の分析方法は，興銀の分析を参考にしているカミ，以下の点が異なる 。

　１）興銀の分析では，対象業種を製造業に限定していたが，本稿の分析では １

対象業種を農林漁業，鉱業，製造業，商業としている 。第１表は，基本調査に

おける１９８０年度，１９８３年度の現地法人の業種別売上高，目本向け輸出高，目本

からの原材料仕入れ高を示している 。８０年度の商業の全業種に占める割合が売

上高で８１％，目本向け輸出で９３劣，目本からの仕入れ高で８７％ときわめて高い 。

それに対して，製造業全体では，売上高で１８劣，目本向け輸出高で５劣，目本

からの仕入れ高で１３％を占めているにすぎない。現地法人が商業であ って本杜

企業が製造業であるケースが，第２表にみられるように２，９１９杜中９５２杜と３３

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４９）
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第１表勇地法人の業種別、観模

（単位 ：百万ドル）

売　上　高 目本向け輸出高 目本からの輸入

８０年度 ８３年度 ８０年度 ８３年度 ８０年度 ８３年度

農林漁業
４８５ ４７５ ２５２ １８１ １３ ５

鉱　　　　業
１， １２０ １， １６５ ６７８ ８８７ ２ １６

製　造　業 ２９ ，８３５ ２９ ，８９６ ３， ２５８ ３， ４７５ ６， ６３０ ７， Ｏ０７

商　　　業 １３７，７６５ １７１ ，７４２ ５６ ，６６３ ４４ ，５９８ ４３ ，５８６ ５１ ，９９７

そ　の　他
４６５ ３， ５０９ ５２ １， ０１４ １５４ ３０４

合　　計 １６９ ，６７０ ２０６ ，７８６ ６０ ，９０３ ５０ ，１５６ ５０ ，３８５ ５９ ，３２９

資料 ：通産省「第ユ回，第２回海外事業活動基本調査」より作成

　　　　　　第２表　本杜企業と現地法人との業種関係（全地域）

農林漁業 鉱　業 製造業 商　業 その他 合　計

農林漁業
３２ ０ ３ ２１ ４ ６０

鉱　　　業 Ｏ ２９ ５ ５ ３ ４２

製　造　業 ７ ２４ １， ７２７ ９５２ ２０９ ２， ９１９

商　　　業 ２８ ３５ ３３５ ８６０ １２３ １， ３８１

そ　の　他 ６ ６ ２９ 〒２５ ４６９ ５３５

合　　計 ７３ ９４ ２， ０９９ １， ８６３ ８０８ ４， ９３７

（現地法人数）

　資料 ：通産省「第ユ５回わが国企業の海外事業活動」より作成

劣を占めている 。現地法人の商業は，目本におげる商業以外の業種とも密接な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
取引関係を持ち，直接投資の貿易効果を考察する場合には無視し得ない

。

　２）直接投資の輸出効果の算定に用いられる係数値は，興銀の場合８０年度に

固定されている 。直接投資企業及び現地法人の生産技術，活動状況がある年度

のまま持続すると仮定して考察を進めることは，分析の方法として一定の有効

性を持つ。しかしたがら，後の試算でも明らか淀ように，目本企業をめく“る貿

易及び現地法人の競争環境の変動により ，係数値が年度によっ て異なり ，どの

年度の係数値を用いるかで数量分析の結果が大きく異な ってくる 。興銀の分析

においても，将来の予測については可能な範囲で係数値を変化させている 。わ

れわれは，直接投資の輸出効果の分析を２つの年度（８０年度，８３年度）について

比較を行い，それぞれの年度の係数値を用いることによっ て結果にどのような

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５０）



　　　　　　　　　　目本企業の海外直接投資と貿易収支（稲葉）

影響を及ぼすかを検討する 。

２４７

　３ ．試算のためのデータ

　（１）基本データ

　本稿の分析で使用する基本的なデータは，１９８０年度，１９８３年度の海外事業活

動基本調査である 。基本調査の集計結果は，対象企業アソケートの回収率が

１９８０年度と１９８３年度では異なるため直接２つの年度の統計を比較することはで

きない。１９８０年度の回収率は，調査対象企業の４３．１劣，直接投資届出累計額の

７２．１％をカバーしているのにたいして ，！９８３年度の回収率は，調査対象企業の

３８．３％，直接投資届出累計額の５７．３劣のカバー 率である 。２つの年度の統計を

比較するためには，集計結果から得られる本杜企業及び現地法人の産業構造 ，

生産技術，活動状況が対象企業全体にもあてはまると仮定して分析に必要な統

計を推計する必要がある 。１９８０年１２月の外国為替管理法改正にともない・２つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
の年度の直接投資の定義が異たりテータの比較に問題か残る 。以上の点から ・

８０年度，８３年度の基本調査の統計比較にはいくつかの困難が生じるが，基本デ

　　　　　　　　　　　　　　８）
一タとして利用することにした 。

　（２）海外直接投資変数

　興銀の分析では，先にみたように直接投資の代理変数として大蔵省 ・海外直

接投資許可実績（以下許可実績と略記），直接投資残高の代理変数として海外投

資届出累計額（以下届出累計額と略記）を使用している 。直接投資に関わるデー

タは，フロー変数として目本銀行がｒ国際収支統計月報」において地域別の暦

年データ（以下目本銀行 ・地域別暦年データと略記），直接投資残高の変数として

大蔵省が地域 ・産業を区別したい暦年データ（以下大蔵省 ・暦年データと略記）を

公表している 。産業別 ・地域別の時系列データは許可実績，届出累計額として

しか公表されていたいことから，興銀を含む従来の産業別分析ではこれらのデ

ータを利用している 。しかし，興銀の分析でも指摘がなされているように・許

可実績は届出はしたものの企業か実際に直接投資を行 っていないケースも含ま

れている 。さらに，直接投資残高の代理変数である届出累計額は，現地法人の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５１）
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撤退した場合を控除しておらず，直接投資の額を過大に評価している可能性が

強し ・。

　許可実績及び届出累計額を利用する代わりに，本稿では現地法人の直接投資

残高 ・目本出資分に対応するテータとして大蔵省 ・暦年テータを用いることに

する ・基礎統計としての基本調査は，年度べ一スであるから以下のように大蔵

省． 暦年テータに翌年第一四半期のフローを加えて年度テータとする
。

　　　 １９８０年度末の直接投資残高 ＝１９８０年末の直接投資残高

　　　　　　　　 十１９８１年第一四半期の直接投資のフロー　　　　　（Ａ）

　現地法人の直接投資残高は，（Ａ）の直接投資残高に基本調査におげる目本側出

資比率で除して求める 。この現地法人の直接投資残高（固定資産総額）を産業別

直接投資残高に分割するために，基本調査におげる産業別固定資産総額が，全

産業の固定資産総額に占める構成割合を算出し
，

　　　産業別直接投資残高 ＝現地法人の直接投資残高 ×

　　　　　　　　産業別固定資産構成割合　　　　　　　　　　　　　（匂

の算式で・現地法人の産業別直接投資残高を求める 。（匂で求めた数値が，調査

対象企業をすべてヵバーした現地法人におげる産業別固定資産残高とみなされ
，

基本調査におげる回答企業の産業別固定資産とは区別される
。このような方法

を用いたのは・さきに述べたように回答企業のヵバー率が回答企業数と届出累

計額で公表されているが，いずれのカバー率を用いても調査対象企業全てをカ

バーする係数値としては適当でないからである
。

　（３）現地法人の生産額 ・原材料取引

　現地法人の経済活動に関わるデータは基本調査から得られる次のようなデ
ー

タを用いた 。

　　　設備投資残高 ：（匂の産業別直接投資残高 ×

　　　　　　　　産業別固定資産額に占める有形固定資産の割合　　　（Ｃ）

　　　生産額＝産業別売上高

　　　原材料使用額＝産業別仕入れ高

（７５２）
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　４　直接投資による貿易効果の算出

　直接投資の貿易効果の算出については，興銀の分析方法にもとづき，資本財

輸出効果，原材料 ・部品輸出効果，輸出代替効果，輸入代替効果に分けられ私

以下それぞれの効果の算出方法について説明することにしよう 。

　（１）資本財輸出効果

　資本財輸出は，新規の設備投資額に発生するから（◎で求めた１９８３年度末の有

形固定資産額から１９８０年度末の有形固定資産額の差を３年間で発生した設備投

資として，目本企業出資分に見合う設備投資による目本からの資本財輸出を次

のように求めた 。

　　　資本財輸出＝設備投資額 ×目本側出資比率 ×資不財調達比率

　資本財調達比率は，８３年度の基本調査におげる主要生産設備調達先別分布で ，

目本側出資者からの輸入品，目本側出資者以外からの目本からの輸入品と答え

た現地法人の杜数の割合を用いた。この方法は，興銀の試算方法と同じである

が， ８３年度データを用いている 。８０年度データをそのまま用いて資本財調達比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
率を試算すると ，過小に推定されるおそれがある 。

　（２）原材料 ・都品輸出効果

　日本側出資分にみあう原材料 ・部品輸出は，現地法人の目本側出資分にみあ

う仕入れ高のうち目本からの輸入に対応するから ，

　　　原材料 ・部品輸出＝ 有形固定資産額 ×目本側出資比率

　　　　　　　　　　　　 ×売上高 ・有彬固定資産額比率

　　　　　　　　　　　　 ×仕入れ高 ・売上高比率 ×目本からの仕入れ高比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐ

で試算される 。

　ここで，売上高 ・有形固定資産比率 ＝売上高 ÷有彩固定資産額

　　　　　仕入れ高 ・売上高比率＝仕入れ高 ÷売上高

　　　　　 日本からの仕入れ高比率＝日本からの輸入額÷仕入れ高

をあらわし，それぞれ現地法人の産出係数（稼働率），原材料使用比率，目本か

らの輸入比率の代理変数と考えられる 。
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　（３）直接投資による輸出代替

　直接投資による輸出代替額の算出については，製造業についてのみ限定し古

典派の仮説，逆古典派の仮説，及び産業研究所の輸出転換比率にもとづく試算

方法を検討する
。

　１）古典派の仮説

　　　輸出代替額＝目本側出資分にみあう有形固定資産額

　　　　　　　　　 Ｘ売上高 ・有形固定資産比率 Ｘ現地 ・第ゴ国向げ販売比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（旬

　ここで，現地 ・第二国向げ販売比率＝（現地販売額十第ゴ国向げ販売額）一 売

上高　をあらわし・輸出代替比率の代理変数と考えられる 。試算方法は，興銀

の方法と同じであるが，興銀の分析では輸出の代替の対象が現地販売に限定さ

れている点でわれわれの分析の方が代替額を大きくすることにたる
。

　２）逆古典派の仮説

　　　輸出代替額＝日本側出資分にみあう有形固定資産額

　　　　　　　　　 Ｘ売上高 ・有移固定資産比率 Ｘ本杜企業の輸出比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｆ）

　ここで，本杜企業の輸出比率：現地法人への輸出額÷本杜企業の売上高　を

あらわし，本杜企業の売上高に占める輸出割合に輸出総額に占める現地法人へ

の輸出割合を掛け合わせたものである
。

　３）輸出転換比率にもとつく輸出代替額

　直接投資が行われても，本国の輸出が現地 ・第ゴ国向げ販売額に完全に代替

されるとは限らない。直接投資によっ て市場が拡大されるならぱ，代替額は現

地国 ・第ご国向げ販売額の一部であるかも知れない。また，逆古典派の仮説で

は， 直接投資によっ て国内の投資は影響を受げないと仮定しているが，実際に

はある程度の影響を受げると考えたはうが一般的であろう 。実際には，それぞ

れの現地法人についてどちらかの仮説が妥当するケースもあれぱ，２つの仮説

の中問と見なされるヶ一スも有り得る 。直接投資が本国の輸出を一部代替する

ケースを想定して，産業研究所の分析で提示された方法で試算を試みた
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５４）
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　　　輸出代替額＝日本側出資分にみあう有彩固定資産額

　　　　　　　　　 ×売上高 ・有形固定資産比率 ×輸出転換比率　　　ｏ

　輸出転換比率は，基本調査におげる設立 ・資本参加趣旨別分布で，アソケー

ト項目のうち２．現地資源が豊富で生産が容易，３．労働力利用 ・コスト減，８
．

輸出入にともなう為替リスクの回避と答えた杜数を全体の杜数で割 って求めれ

産業研究所の試算では，アソケート項目４．現地政府の産業育成保護政策上 ，

現地生産が有利を輸出転換比率の算定に含めているか，輸出代替の性格を有し

ているとは考えられないので除外した 。

　（４）輸入代替

　　　輸入代替額：目本側出資分にみあう有彩固定資産残高

　　　　　　　　　 ×売上高 ・固定資産比率 ×目本向け販売比率　　　日

　ここで，目本向げ販売比率：目本向け輸出額÷売上高　をあらわし，輸入代

替比率の代理変数である 。

　（５）商業の直接投資と貿易効果

　商業の現地法人は，さきにみたように固定資産総額，売上高，原材料 ・部品

の仕入れ高において全産業で非常に大きなウニイトを占めている 。しかし・農

林漁業，鉱業，製造業なととは異なり ，直接投資による輸出代替，補完の問題

を有する性格のものではない。商業においては，調査対象企業全体をカバーし

た場合に，目本企業の貿易取引にどの程度役割を果たしているか，輸出，輸入

　　　　　　　　　　　　１０）
はどのくらいかを検討する 。

　　 ２）Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ，前掲書，Ｐ・３９－４３参照
。

　　３）Ｓｔｏｂａｕｇｈ，前掲書，ｐ．１９７－１９８参照
。

　　 ４）Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅｒ，前掲書，ｐ
．２２－２４，及びＳｔｏｂａｕｇｈ，前掲書Ｐ．１９９－２０１参

　　　照 。

　　 ５）Ｈｕｆｂａｕｅｒ－Ａｄ１ｅＬ 前掲書，Ｐ
・３１－３２１及びＳｔｏｂａｕｇｈ・前掲書・Ｐ・２０５－２０６参

　　　照 。

　　 ６）産業分類については，第１回基本調査ｐ．２にしたが っている 。

　　 ７）外国為替管理法の観定では，直接投資による証券取得の定義は次のようにな っ

　　　てし ・る
。

　　　　 ８０年１１月までは以下の（１），（２）に該当する外国法人の発行する外貨証券の取得

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５５）
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　　　（１）本邦の出資比率が２５％以上のもの

　　　（２）本邦の出資比率が２５％未満でも次のいずれかをともなうもの

　　　　　役員派遺，製造技術の提供，原材料の供給，製品の輸入，資金の援助，総
　　　　　代理店契約の締結，その他永続的関係

　　　 ８０年１２月以降は以下の（１），（２）に該当する外国法人の発行する外貨証券の取得

　　　（１）本邦資本の出資比率が１０劣以上のもの

　　　（２）本邦の出資比率が１０劣未満でも次のいずれかをともなうもの

　　　　　役員の派遣，長期にわたる原材料の供給または製品の販売，重要な製造技
　　　　　術の提供

　８）基本調査におげる統計資料は，年度末の為替 レートで円に換算した額で公表さ

　　れている 。本稿の分析では，円表示の統計を年度末の円 ・ドル為替 レートを用い
　　てドル表示にした。なお，１９８０年度末の為替 レートは，１ドル ：２０９．３５円，１９８３

　　年度末は，１ドル ＝２２４円である
。

　９）輿銀の方法による８０年度末製造業全体の資本財調達比率は０．３５である 。主要生
　　産設備調達先別分布から，日本出資者およぴ目本出資者以外の輸入品が一番多い

　　杜数を全体の者数で除して求めている 。これに対して，産業研究所の資本財調達

　　率の算出方法は，ｒ一番多い」，「二番目に多い」，「三番目に多い」杜数に４ ，２ ，

　　 １のウニイトをつげている 。８０年度の値は製造業全体で０．６２となり ，われわれの
　　 ８３年度の０．５６に近い値とな っている 。

１０）商業現地法人の貿易取引については，基本調査におげる商業の品目別売上高
，

　　品目別仕入れ高を用いた 。

皿． 直接投資と貿易収支

　直接投資の貿易効果について，産業別試算をまず個別の効果から検討し，次

に個別の効果を総合した貿易収支への効果を考察する
。

　１ ．個別の効果

　（１）資本財輸出効果

　直接投資にともなう資本財輸出は，第３表 ｅ列に示されるように，製造業が

全体の８８劣を占めている 。製造業のうち化学が５割近くを，ついで，輸送機械 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５６）
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鉱業，木材 ・紙 ・バノレ プ， 鉄鋼と重化学工業分野で全体の９６％とほとんとを占

めている 。これらの産業は，鉄鋼，輸送機械を除けぱ目本からの資本財調達比

率が低いにもかかわらず，設備投資額が高いため資本財輸出が高くな っている

（ｃ 列， ｄ列参照）。 資本財輸出額６７億ド川ま，３年間の日本の輸出額４，３６３億

ドルの１．５％を占めるにすぎない
。

　　　　　　　　　　　第３表資本財輸出効果　　　　　（単位 ：百万ド
ノレ）

（ａ）　　　　（ｂ）

　有形固定資産

８０年　　　　８３年

農林漁業　　３３２
鉱　　　　業　　　　８８５

製造業　２０
，Ｏ０３

食　料　　品　　　４４９

繊緯２
，６６３

木材 ・紙 ・バ 　　１ ，４８１

化　学２
，２４２

鉄　鋼６
，１３７

非鉄金属　　２
，３１２

一般機械　　　　７７８

電気機械　　１
，８３７

輸送機械　　１
，３１５

精密機械　　　　７０
雑貨その他　　２

，４２０

合　　計

　２４２

３． ９０８

３０ ．１６５

　４６９

２． ４７４

２． ６９６

７． ９２６

６． ９２７

２． ４５１

　８００

１． ９８３

４． ３４３

　８５
２， ８５８

　（ｃ）　　　　　（ｄ１

設備投資　　　資本財
増加額　　　調達比率
　　　　　　８３年

一ｇ０

３． ０２３

１０ ．１６２

　２０
－１９０

１． ２１５

５． ６８４

　７９０

　１３９

　２２
　１４６

３． ０２７

　１６
　４３９

１９．８２２　　３５．７３７　　１５ ，９１５

Ｏ． ４５５

０． ２８０

０． ５５６

０． ３４７

０． ６０４

０． ４４８

０． ４９４

０． ６１６

０． ４４２

０． ５１１

０． ６４９

０． ５９６

０． ６５６

０． ５０２

Ｏ． ５４４

（ｅ）

資本財
輸　出
８３基準

一４１

８４７

５． ９３３

　７
－１１５

５４４

２． ８０８

４８７

　６１

　１１

　９５
１． ８０４

　１０

　２２０

６， ７３８

　（注）　 １）　ｌｃ Ｈｂ〕一１ａ〕

　　 ２）ｌｅＨｃ）×ｌｄ〕， ただし合計を除く

　（２）原材料 ・部品輸出効果

　原材料 ・都品輸出効果は８０年度で９７億ド ノレ ・８３年度で１２０億ド ノレ とそのほと

んどが製造業向けである（第４表９列，ｈ列参照）。 産業別では・電気機械・輸送

機械が高く ，明らかに産出係数，目本からの輸入比率が高いことを反映してい

る（・ 列， ｅ列参照）。 ついで，鉄鋼の輸出が高いのは設備投資残高が高いこと

による（第３表 ｃ列参照）。 原材料 ・都品輸出が目本からの輸出全体に占める割

合は８０年度では７劣，８３年度では８劣とな っている 。９列・ｈ列を比較する

と， 原材料 ・都品輸出効果は３年で２３億ドル増加しているが１産業別輸出では

　　　　　　　　　　　　　　　（７５７）
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第４表原材料 ・部品輸出効果

　　　　　　　
（ａ）

　（ｂ） 　（・） 　（ｄ） 　（・） 　（ｆ） 　（・） 　（ｈ） 　（ｉ）

　　　　　　　売上高 ・有形　　仕入れ高 ・　　　 日本からの　　　原材料輸出
　　　　　　　固定資産比率　　　売上高比率　　　輸入比率　　　（百万ドル）　８０基準
　　　　　　　８０年　　８３年　　８０年　　８３年　　８０年　　８３年　　８０年　　８３年

農林漁業　
２， １６ 　３

，０３０．５４４０．６１２０．０４９０．０１７ 　１９ 　８ 　１４

鉱　業１，７８０，４４０．５０７０．１６７０．Ｏ０３０．０８０ 　２２３１０
製造業合計　 ２， ３８ 　１ ，６５ 　０．５１９ 　０

．４６５ 　０．４２８
　０

．５０４
　９

．６５８１１ ．９２７１６，２４４

食料品３，２１４，０１０．５５２０．４４００．０１３０．０３９
　１０ 　３３ 　１１

繊維２
・０９２・０７０．５１７０．３３４０．２２８０．１６８６５７２８７６１０

木材 ・紙 ・パ 　１ ，２４ 　０，５２０．５６４０．３０１０．００６０．ｏ０９ 　６ 　４ 　１１

化　学１，５３０，５１０．６１６０．４６１０．２２５０．３１２４７４５８０１ ，６７４

鉄　鋼０・９５０・５９０・４０７０．６５００．４２３０．４２９１，Ｏ０４１．１４２１ ，１３３

非鉄金属　
１， ３７ 　０

，９７０．３８６０．４６００．１０７０，１８７
　ユ３２ 　２０４ 　１４０

一般機械　
３， ００ 　２，１６０．４８３０．４７６０．４８２０．５０７

　５４４ 　４１６ 　５５９

電気機械　
８， ５３ 　６，４８０．４７２０．５８８０．５８８０．７３６３．４９８５．５５８３，７７６

輸送機械　
４， ４７ 　２

，７００．５２４０．３７１０．６６９０．６１６２．０６３２．６８３６ ，８１３

精密機械１０，０８ 　５
，１００．７４００．５７４０．７３４０．７２９

　３９１ 　１８２ 　４７９

雑貨その他　
２， ４１ 　２，０４ 　０

．４２５０．３６０ 　０
．３５５０．４００ 　８７９ 　８３９　１

，０３８

合　　計 ・１・・・…１・・・・・・・…１・。・… ．・… ，・・… ，・・… ，…

（注）原材料 ・部晶輸出効果の算出はＰ２６９のｌＤ〕式による
。

若干の変化がみられる 。輸出が減少した産業のうち，農林漁業，繊維はおもに

設備投資残高の減少にもとつくものであるが，木材 ・紙 ・パノレ プ，一般機械 ，

精密機械は設備投資が増加している 。原材料 ・部品輸出を観定しているのは
，

設備投資額のほかに・産出係数（売上高 ・有彩固定資産残高比率），原材料使用比

率（仕入れ高 ・売上高比率），目本からの輸入比率などである 。Ｅ木材 ・紙 ．パノレ

プについては，産出係数及び原材料使用比率の半減が目本からの輸出を減少さ

せているが，他方目本からの輸入比率は１．５倍近く上昇し減少効果を相殺して

いる 。　般機械，精密機械については，産出係数，原材料使用比率，目本から

の輸入比率が３年ですべて低下しているが，一般機械は産出係数の低下，精密

機械は産出係数，原材料使用比率の低下が原材料 ・部品輸出の減少を引き起こ

していると考えられる 。全産業では，原材料 ・部品輸出が増加しているもの

の， 多くの産業で産出係数，原材料使用比率は減少している。もし，産出係
数， 原材料使用比率，目本からの輸入比率などの係数値が，８３年度において８０

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５８）



　　　　　　　　　　日本企業の海外直接投資と貿易収支（稲葉）　　　　　　　　　２５５

年度と同一であ ったとしたならば，原材料 ・部品輸出がどれほどであ ったのか

を試算した結果がｉ列に示されている 。８０年度係数値にもとづく８３年度の原材

料・ 都品輸出は，８３年度の実際の係数値にもとづく原材料 ・部品輸出額をかな

り上回ることがわかる 。農林漁業，繊維の減少は，設備投資残高の減少をその

まま反映している 。

　（３）輸出代替効果

　１）　古典派の仮説

　古典派の仮説にもとづく直接投資による輸出代替額は，８０年度で２６３億ド ノレ
１

８３年度で２７２億ドルと試算される（第５表 ｃ列，ｄ列参照）。 産業別の輸出代替

額は，８０年度では電気機械が最も高く全体の３２％を占めている 。ついで，繊維 １

輸送機械，鉄鋼の順とな っており ，これらの産業はともに輸出代替比率（売上

高に占める現地販売額と第ゴ国輸出額の割合）が高い（ａ 列， ｂ列参照）。 この仮説

にもとづく輸出代替額が目本の輸出総額に占める比率は，８０年度で１９％，８３年

度で１８％とかなりの割合を占めることにたる 。

　輸出代替額は，３年で９億ド ノレ程度の増加でそれほど大きくない。輸出代替

第５表輸出代替効果（古典派仮説）

（ａ） （ｂ） （Ｃ） （ｄ） （ｅ） （ｆ） （９）

輸出代替率 輸出代替額 　（百万ド ノレ）

　　　代替率８０基準

　修正
産出係

業種
８０年 ８３年 ８０年 ８３年 数修正

食　　料 品 ０． ７３１ Ｏ． ７８０ ６１９ ８６２ ６４７ ８０７ ６９１

繊 維 ０． ９６５ ０． ９５３ ３， ０５７ ２， ７７１ ２， ８３９ ２， ８０７ ２， ８０３

木材 ・紙 ・バ
Ｏ． ５３２ Ｏ． ５５０ ５８０ ４６１ ユ， ０５５ ４４６ １， ０９０

化 学
Ｏ． ９０２ Ｏ． ８５６ １， ７５１ １， ９６１ ６， ユ８８ ２， ０６５ ５， ８７７

鉄 鋼
０． ９３６ Ｏ． ９６０ ２， ６８６ １， ９３９ ３， ０３６ １， ８９０ ３， １１４

非鉄金属
Ｏ． ７７７ Ｏ． ７３０ １， ４５０ １， Ｏ０６ ユ， ５３７ １， ０７０ １， ４４５

一般機械
Ｏ． ９７６ Ｏ， ８８４ １， ４３０ ９５６ １， ４７１ １， ０５６ ユ， ３３１

電気機械
Ｏ． ９４７ Ｏ． ９１９ ８， ３０５ ８， ２０８ ８， ９６４ ８， ４５９ ８， ６９８

輸送機械
Ｏ． ９９３ Ｏ． ９６７ ２， ９８９ ５， ８０５ ９， ８６９ ５， ９６１ ９， ６１０

精密機械
Ｏ． ９１７ Ｏ． ７８７ ５６１ ２９２ ６８７ ３４０ ５９０

雑貨その他
０． ７６４ ０． ７８４ ２， ８７３ ２， ９５１ ３， ３９３ ２， ８７３ ３， ４８５

製造業合計
０． ８９１ Ｏ． ８８４ ２６ ，３０３ ２７ ，２１２ ３９ ，６８５ ２７ ，７７４ ３８ ，７３４

（注）輸出代替効果の算出はＰ２７０の（Ｅ）式による 。

（７５９）
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額の試算は，設備投資額のほかに産出係数，輸出代替比率に規定される 。８０年

度及び８３年度の輸出代替額を産業別に比較すると，食料品，化学，輸送機械 ，

その他の製造業以外の産業は３年で減少している 。もし，８３年度において８０年

度と同一の産出係数，輸出代替比率であ ったとしたら輸出代替額がどの程度で

あっ たかを試算すると ，ｅ 列に示されているように３９７億ド ノレ と大傲こ増加す

る。 この８０年度係数値にもとづく８３年度輸出代替額と８０年度輸出代替額を産業

別に比較すると，設備投資の減少した繊維を除く全ての製造業で増加してい

る。 特に，化学，輸送機械においてその増加額は大きい。また，ｄ列と ｅ列

を比較すると，木材 ・紙 ・パルプ，化学，鉄鋼，電気機械，輸送機械等の素材

型産業，輸出産業において係数値の違いで輸出代替額が大きく変化しているこ

とがわかる 。２つの係数値，産出係数と輸出代替比率のいずれかを８０年度の係

数値に固定して他の係数値を８３年度の係数値で８３年度の輸出代替額を試算した

結果がｆ列，９列に示されている 。産出係数により８３年度の輸出代替比率の増

加が小さくな ったと考えられる 。輸出代替率も３年で０８９１から０８８４と低下し

ているが，輸出代替額の変化に大きな影響を与えたとは考えられない
。

　２）逆古典派の仮説

　逆古典派の仮説にもとづく輸出代替額は，製造業全体で８０年度が１７億ド ノレ
，

８３年度が４２億ド ノレ とその効果は古典派の仮説による輸出代替額と比較するとか

なり小さいが，３年の変化額は２５億ドルと大きい（第６表 ｃ列，ｄ列参照）。 この

仮説のもとでの輸出代替額は，本杜企業の産出係数，現地法人企業向げ輸出比

率に依存する 。これら２つの係数値を掛げ合わせたものを輸出比率とすると８０

年度及び８３年度の係数値はａ 列， ｂ列に示されている 。製造業全体では，Ｏ．１６

からＯ．３３と２倍に上昇しており ，全体として輸出代替額を増加させたものとみ

ることができる 。８０年度の輸出代替額は，電気機械が７．８億ド ノレ と製造業全体

の４６％を占めていたが，８３年度においては輸送機械の輸出代替額が２５億ド ノレ と

５９劣を占めるという結果にな っている 。輸送機械の輸出比率は，８０年度のＯ．２６

から８３年度の１．１１と実に４倍以上になり ，急激な輸出増加を反映している 。か

りに，８３年度において，８０年度と同一の輸出比率であ ったとしたならば生じた
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第６表輸出代替効果（逆古典派）

２５７

（ａ） （ｂ） （Ｃ） （ｄ） （ｅ）

輸出 比率 輸出代替額
（百万ド ノレ） ８０基準

業種
８０年 ８３年 ８０年 ８３年

食　料 品
０． ００７ Ｏ． Ｏ０７ ２ ２ ２

繊 緯
Ｏ． ０２３ Ｏ． ０２３ ３５ ３２ ３２

木材 ・紙 ・バ
Ｏ． ＯＯＯ Ｏ． ＯＯＯ Ｏ １ Ｏ

化 学
Ｏ． ０７８ ０． ０７１ ９９ ３１９ ３５１

鉄 鋼
Ｏ． ０１４ Ｏ． ０１１ ４４ ３９ ４９

非鉄金属
Ｏ． ０６４ Ｏ． ０２４ ８７ ３４ ９２

一般機械
Ｏ． ２６２ Ｏ． ２０７ １２８ １０４ １３１

電気機械
Ｏ． ６０７ Ｏ． ５３１ ７７５ ７３２ ８３６

輸送機械
０． ２６１ １． １１３ Ｉ １７６ ２， ４７４ ５８１

精密機械
１． １４１ Ｏ． ７９６ ６８ ５８ ８３

雑貨その他
Ｏ． １８１ Ｏ． ２００ ２８４ ３６９ ３３５

製造業合計
Ｏ． １６０ Ｏ． ３３４ １， ６９６ ４， １６４ ２， ４９３

　（注）輸出代替効果の算出はＰ２７０のｌＦ〕式による 。

であろう輸出代替額は２４億ドルで，３年で７億ド ノレ増加したにすぎたい。輸送

機械の輸出代替増加額は４億ド ノレ と製造業全体の増加額の５割以上を占めるが ・

輸出代替額自体は電気機械が最も大きい 。

　３）輸出転換比率にもとづく輸出代替効果

　輸出転換比率にもとづく輸出代替額は，８０年度で８２億ド ノレ と古典派の仮説 ，

逆古典派の仮説の中間の値をとる（第７表 ｃ列，ｄ列参照）。 産業別の輸出代替

額は，逆古典派の場合と同じく電気機械が最も大きく ，製造業全体の３０％を占

めている 。ついで，繊維，非鉄金属，鉄鋼，輸送機械の順とな っている 。８３年

度の輸出代替額は，６６億ド ノレ と８０年度に比較して１６億ド ノレ減少している 。輸出

代替額の変化を産業別に検討すると ，輸送機械と食料品を除く全ての製造業で

減少している 。輸出転換比率にもとづく輸出代替額は，設備投資額のはかに産

出係数，輸出転換比率に依存する 。輸出転換比率は輸送機械を除く全ての製造

業で，産出係数は食料品を除く全ての製造業で減少しているから，全体として

輸出代替額を小さくしたことは直ちに判断できる（第４表 ａ， ｂ列，第７表 ａ，

ｂ列参照）。 ２つの係数値のうちどちらが輸出代替額を変化させた主要な要因で

あっ たかを確認するために，まず，輸出転換比率だけを８０年度の係数値にして
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第７表輸出代替効果（輸出転換比率）

（ａ） （ｂ） （Ｃ〕 （ｄ）

輸出転換比率

（ｅ） （ｆ）

輸出転換額（百万ドル）

業種 ８０年 ８３年 ８０年 ８３年

８０基準 転換率

修正
食　料 品 ０． ２６７ Ｏ． ２１８ ２２６ ２４１ ２３６ ２９５

繊 維 ０． ３１８ ０． ３１３ １， ００８ ９１０ ９３６ ６２６

木材 ・紙 ・バ
Ｏ． ３９２ ０． ３０１ ４２７ ２５２ ７７７ ３２９

化 学
Ｏ． ２４２ Ｏ． ２０３ ４７０ ４６６ １， ６６０ ５５４

鉄 鋼 ０． ２１１ Ｏ． １６３ ６０７ ３３０ ６８５ ４２７

非鉄金属
Ｏ． ３９０ ０． ２５８ ７２８ ３５６ ７７２ ５３７

一般機械
Ｏ． ２５５ Ｏ． １４４ ３７４ １５６ ３８５ ２７６

電気機械
Ｏ． ２８３ Ｏ． ２３４ ２， ４８４ ２， ０９３ ２， ６８１ ２， ５３０

輸送機械
Ｏ． １６９ Ｏ． １７９ ５０８ １， ０７２ １， ６７８ １， ０１４

精密機械
０． ４３３ ０． １５６ ２６５ ５８ ３２５ １６１

雑貨その他
０． ２８６ ０． １８９ １， ０７５ ７１１ １， ２７０ １， ０７６

製造莱合計
Ｏ． ２８０ ０． ２１２ ８， １７３ ６， ６４５ １１ ，４０６ ８， １２３

ｉ（注）輸出代替効果の算出はＰ２７１のｌＧ）式による
。

８３年度の輸出代替額を試算する 。次に，両係数を８０年度の係数値にして８３年度

の輸出代替額を試算する 。それぞれの試算結果がｅ 列， ｆ列に示されている 。

輸出転換比率の低下は，輸出代替額を１５億トル（：８１２－６６５）減少させ，産出

係数の低下は，輸出代替額を３３億ドル（１１４．ユー８１．２）減少させたと考えられる 。

　輸出代替についての３つの仮説の検討により明らかにた ったことは仮説の設

定の仕方，及びどの時点の係数で試算を行うかで代替額が大きく異なるという

ことである 。輸出代替額の大きさは，古典派の仮説，輸出転換比率による仮説 ，

逆古典派の順とた っている 。古典派の仮説，輸出転換比率による仮説について ，

８０年度及ぴ８３年度の輸出代替額を比較すると代替額減少の主要た要因は，産出

係数の低下に求められ，輸出代替比率としての係数はそれほど大きな役割を果

たしていない。とくに３つの仮説で，８０年度について電気機械の輸出代替額が

最も大きい主要な理由は，産出係数の高さにあると考えられる 。いずれにせよ ，

輸出代替額の試算は，本杜企業及ぴ現地法人の国内 ・国外をめくる諸条件の変

化に大きく影響を受げている 。

　（４）輸入代替効果

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６２）
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　８０年度の輸入代替額は，第８表 ｃ列に示されるように３１億トノレで木材 ・紙 ・

パノレ プ， 電気機械，非鉄金属などの代替額が大きい。８３年度の輸入代替額は １

３５億ドルで４億ド ノレの増加とな っている（ｄ列参照）。 輸入代替額は，設備投資

残高のほかに産出係数と目本向け輸出比率（現地法人売上高に目本向け輸出額の占

める割合）に依存する（ａ ，ｂ列参照）。 日本向け輸出比率を８０年度の係数値に

して８３年度の輸入代替額を試算すると ，２９億ドルとなり ，８０年度から８３年度に

かげて輸入代替額が２億ド ノレ減少する 。目本向け輸出比率の増加は，６億ド ノレ

程度の輸出増加をもたらしている（ｅ 列参照）。 産出係数，及び目本向け輸出比

率を８０年度の係数値にして８３年度の輸入代替額を試算すると ，４３億ド ノレ となる

（ｆ列参照）。 この試算額と ｅ列を比較すると ，産出係数の低下は１４億ド ノレ（４３ ・２

－２９．２）輸入代替額を減少させたことになる 。さらに，８３年度の輸入代替額（ｄ

列）と８０年度係数値による８３年度輸入代替額（ｆ列）を比較すると ・木材 ・紙 ・

パルプと化学において大きな変化がみられる 。

　　　　　　　　　　　　　第８表輸入代替効果

（ａ） ／ｂ） （Ｃ） （ｄ〕 （ｅ） （ｆ）

目本向け輸出比率 輸入代替額

、
　（百万ド ノレ）

０年　　　８３年
輸出比率 ８０基準

業種
８０年 ８３年 修 正

食　　料　　品
Ｏ． ２６９ Ｏ． ２１９ ２２８ ２４２ ２９７ ２３８

繊 維
Ｏ． ０３５ Ｏ． ０４７ １１０ １３７ ユ０１ １０２

木材 ・紙 ・バ
Ｏ． ４６８ Ｏ． ４５０ ５１１ ３７８ ３９３ ９２９

化 学
Ｏ． ０９８ Ｏ． １４４ １９１ ３２９ ２２５ ６７５

鉄 鋼
Ｏ． ０６４ Ｏ． ０４０ ユ８５ ８１ １３０ ２０９

非鉄金属
Ｏ． ２２３ Ｏ． ２７０ ４１７ ３７１ ３０８ ４４２

一般機械
Ｏ． ０２４ Ｏ． １１６ ３５ １２６ ２６ ３６

電気機械
Ｏ． ０５３ Ｏ． ０８１ ４６４ ７２４ ４７３ ５０１

輸送機械
０． ００７ Ｏ． ０３３ ２２ ２００ ４４ ７２

精密機械
Ｏ． ０８３ ０． ２１３ ５１ ７９ ３１ ６２

雑貨その他
Ｏ． ２３６ Ｏ． ２１６ ８８９ ８１２ ８８９ １， ０５０

製造業全体
Ｏ． １０９ Ｏ． ｕ６

３， １０３ ３， ４７９ ２， ９１７ ４， ３１７

（注）輸入代替効果の算出はＰ２７１のｌＨ）式による 。

（５）商業現地法人の貿易効果

商業現地法人を通じての目本企業の輸出額は，８０年度５１５億ド ノレで目本から

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６３）
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の輸出総額の３８刎こあたり ，商業の現地法人がいかに目本企業の輸出に深くか

かわ っているかを示している（第９表 ａ列，ｂ列参照）。 それに対して，商業現

地法人を通じての目本からの輸入額は，８０年度で４４０億ド ノレ，８３年度で２５９億

トノレ とな っている 。そのうち，製造業製品の占める割合は，８０年度で４９劣，８３

年度で６４劣である（ｄ列，ｅ 列参照）。

第９表商業現地法人の貿易取引

　　　　　　　（ａ）　（ｂ）　（ｃ）　（ｄ）　ｌｅ）　（ｆ）　（９）　（ｈ）　（ｉ）
　　　　　　　　　商業輸出　　　　　　　商業輸入
　　　　　　　輸出額　　　　　　　　輸入額　　　　　　　　　貿易収支
　　　　　　（百万ドル）　　　 ８０基準（百万ドル）　　　 ８０基準　　（百万ドル）　 ８０基準

　　　　　　　 ８０年　　８３年　　８３年　　８０年　　８３年　　８３年　　８０年　　８３年　　８３年

農林漁業　　５６２．０６６ 　１７０４．２８５２．９９０１２，６１３－４，２２８ 　－９２４－１２
，４４３

鉱　業１８２．７７１２３５１８．０９６６．３９８１８，９６３－１８，０７８－３，６２７－１８，９４１

製造業合計５ユ，４４７４７．６３６５５．１８６２１ ．６０９１６．５５９１７．１９５２９．８３８３１．０７７３７，９９１

食料品　ｕ８
　６８５ 　７６２．５８７１．１１１１，７０４－２，４６ｇ－４２６－１ ，６２８

繊緯２６７２．５３０１．９８９３４４１．８７３１，７７８－７７６５７２１１
木材 ・紙 ・バ　　　３０７　　 ３９０　　 １７９　２．６９４　　 ８０８　１ ，５４４　－２，３８８　－４１７－１ ，３６４

化　学１．１５４１．８７７１．８３７６１５９０２６３７５３８９７５１ ，２００

鉄　鋼１．３０５１．７６６４．８７３ 　４７１．１３９１０７１．２５７６２７４，７６５

非鉄金属　　２２７ 　６１３　 １３８ 　１ ．５９０ 　４５５ 　８３６－１．３６３　 １５９ 　－６９８

一般機械　
５．

９１７４．９３１６．９７３ 　２．１８４２．２５５２．４５６ 　３．７３３２．６７６４，５１７

電気機械　
８．

４４９８．０２６８．８７３ 　２８４１ ．３５０ 　３４５ 　８．１６５６．６７６８，５２ｇ

輸送機械２４．５５５２０．８３３２４．６７６ 　２６６１ ．９６８ 　５１０２４．２８９１８．８６５２４，１６６

精密機械　
３．

０５９１．４３８１ ．４８８ 　２３６ 　４６８ 　１１８　２．８２２ 　９６９１ ，３７０

雑貨その他　
６． ０９０ 　４．５４６ 　４．０８４１０．７６１ 　４．２３０ 　７，１６０－４．６７１ 　３１６－３，０７６

合計・・・・・・・・・・・・・
・…１・・

・・・・・・・・・・・・…１・・・… ，・… ，…

　商業の貿易収支の目本全体の貿易収支額に占める割合が８０年度では１１１ガ
，

８３年度では７７刎こ達している 。産業別では，農林漁業及び鉱業関連製品では赤

字， 製造業全体では黒字とた っているが，食料品，繊維，非鉄金属は赤字であ

る（９列，ｈ列参照）。 目本経済の産業構造，産業別輸出競争力を反映している

とみることができる 。

　商業の輸出及び輸入は，それぞれ目本からの輸入比率，日本向げ輸出比率に

依存する 。目本からの輸入比率及び目本向け輸出比率を８０年度の係数値にして ，

８３年度の商業輸出，商業輸入を試算すると ，それぞれ５５４億ドル，４８８億ドル
，
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商業の貿易収支の黒字は６６億トノレとたる（ｃ 列， ｆ列，・
列参照）。 ８３年度の係

数値で試算した貿易収支と比較して１９９億（２６５－６６）トノレ黒字幅が縮小する ・

８０年度と８３年度では目本からの輸入比率の変化はほとんどないのに対して・目

本向け輸出比率がかたり変化したことが輸入の大幅な低下を引き起こし，貿易

収支の黒字幅拡大をもたらしたといえる 。実際の係数値で試算した場合の貿易

収支変化を産業別に検討すると ，農林漁業，鉱業はそれぞれ３３億ド ノレ，１４５億

ドノレの増加であるのに対して ，製造業の貿易収支は１３億ドノレの増加である ・８０

年度の係数値で試算した８３年度の貿易収支と８０年度の貿易収支と比較すると ・

農林漁業，鉱業はそれぞれ８２億ド ノレ，９億ド ノレの減少であるのに対して１製造

業の貿易収支は８２億ド ノレの増加となる 。

　以上の試算結果は，目本経済をめぐる次の３点の状況を反映していると考え

られる 。第一に，Ｏ　Ｐ　Ｅ　Ｃ諸国の第２次石油価格の大幅な引き上げによる１次

産品価格の上昇は，目本企業の原材料輸入を抑制させ，農林漁業，鉱業の貿易

収支赤字削減とな っている 。同様た理由で石油製品が７９劣を占めるその他製造

業においても貿易収支の赤字が縮小している 。第二に，製造業のうち繊維・鉄

鋼の貿易収支悪化は，ＮＩＣｓ 諸国の追い上げ及び現地法人の生産増加などによ

る輸出競争力低下をあらわしている 。第三に，　般機械，電気機械，輸送機械 ，

精密機械の貿易収支黒字幅の縮小は，一部貿易摩擦解消のための自主規制と現

地法人の現地生産増加が働いているとみることもできる 。

　２ ．総合効果
　則節で試算を行った直接投鄭こよる貿易効果を総合した場合，との様な結論

が得られるかをまず製造業に限って検討し，次に全産業について検討する ・

　（１）製造業の貿易収支

　１）古典派の仮説

　古典派の仮説による貿易収支は，第１０表 ａ列，ｂ列に示されているように８０

年度１７８億ドルの赤字，８３年度１６８億ドルの赤字となり ，輸出代替効果が赤字

の主要な要因とな っている 。もし，８３年度において係数値が８０年度と同一であ
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ったという仮定のもとで試算を行うと ，Ｃ 列に示されているように，原材料輸

出拡大効果にもかかわらず，それ以上に輸入代替効果，輸出代替効果が拡大し ，

貿易収支の赤字が２５８億ド ノレ と赤字幅が９０億ド ノレ（２５８－１６８）拡大することに

なる ・すなわち・全ての製造業で直接投資の輸出代替，輸入代替について古典

派の仮説を仮定することができるならば，直接投資による現地生産は，目本の

貿易収支に大幅な赤字をもたらしていることになる 。８０年度，８３年度の目本の

貿易収支は・それぞれ６８億トノレ，３４５億トノレの黒字であるから，古典派の仮説

のもとで，もし製造業の直接投資が行われていなか ったならば，目本の貿易収

支は８０年度で２４６億トル（６８＋１７８），８３年度で５１３億トノレ（１６８＋３４５）の黒字が

実現していたことになる
。

第１０表　製造業の貿易収支 （単位 ：百万ドル）

（ａ）　（ｂ） （Ｃ）

古典派仮説
（ｄ）　（ｅ）　（ｆ）

逆古典派仮説
０年　８３年８０基準

（９） （ｈ）

輸出転換額

（ｉ）

８０年 ８３年 ８０基準 ８０年 ８３年 ８０基準

食　料 品 一８３５－１ ，０７０ 一８７３ １１ ３３ １１ 一４４２ 一４４９ 一４６２

繊 維 一２，５４８－２，６５９－２，３６９ ５８４ ２１７ ５４０ 一４９９ 一７９８ 一４６６

木材 ・紙 ・パ 一９０３ 一６５４－１ ，７９２ １８７ １８５ １９２ 一７５０ 一４４５－１ ，５１４

化 学 一５３２ 一７７４－４，２５３ １， ３１０ １， １９７ ２， ２５９ ７４９ ７２２ ２７５

鉄 鋼 一１ ，７０９ 一７１７－１ ，９４９ １， １２２ １， ２６５ １， ２４６ ３７４ ８９２ ４０１

非鉄金属
一１ ，７１４－１，１５４－１，８１８ ６６ １９０ ６９ 一９９２ 一５０３－１ ，０５３

一般機械 一９１８　 －６６２ 一９４４ ４２０ ３１６ ４３１ １３８ １３８ １４２

電気機械
一５ ，２３９－３，３４２－５，６５７ ２， ７５５ ４， ８５８ ２， ９７１ ５８１ ２， ７７３ ６２５

輸送機械 一３４６－２，７２１－２，５２７ ２， ４８９ ８１０ ６， ８３４ ２， １３５ ２， ０１２ ５， ６６４

精密機械 一２１７　 －１８５ 一２６７ ３２７ １２８ ４００ ７９ ４９ ９５

雑貨その他 一２，８１０－２，８５０－３，３３２ ６６９ ５４３ ７７６ 一１ ，０１２ 一６１０－１ ，２０９

製造業合計１川・・伽・・曲…１ ９． ９４０　９．７４１１５，７２９ ３３１ ３， ７８１ ２， ４９９

（注）資本財輸出については，１年分に換算するため第３表 ｅ列を３で除して試算に組み入れた 。

　２）逆古典派の仮説

　逆古典派の仮説による貿易収支は，ｄ列，ｅ 列に示されているように８０年度

９９億トノレ・８３年度９７億トルの黒字にな っており ，古典派の仮説とは対照的な試

算結果である 。逆古典派の仮説のもとでは，印」節（２）で示されたように８０年蔓の

輸出代替額は１７億トノレ，古典派の仮説のもとでの輸出代替額２６３億トルと比較
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して非常に小さく ，輸入代替額はゼ ロである 。それに対して，直接投資による

８０年度貿易効果は資本財輸出額が２０億トノレ，原材料輸出額か９７億トノレ と貿易収

支に対する黒字効果か強く働いている 。もし，８３年度において係数値か８０年度

と同一であ ったという仮説のもとで８３年度の貿易収支の試算を行うと １１５７億

トノレの黒字と貿易収支の黒字幅は拡大する（ｆ列参照）。 古典派の仮説とは反対

に逆古典派の仮説を前提とするならぱ，目本企業の海外直接投資は目本の貿屍

収支黒字にかたり貢献していることになる 。なせなら・逆古典派の仮説のもと

での８０年度製造業の貿易収支９９億トノレの黒字は，８０年度目本の貿易収支黒字６７

億ド ノレ を３２億ド ノレ上回 っている 。つまり ，現地法人との貿易取引にかかわ って

いない目本の製造業及び製造業以外の業種は，貿易取引において３２億ド ノレの貿

易収支赤字をもたらしていることになる 。また，８３年度の製造業の貿易収支黒

字９７億トルは，目本の貿易収支黒字３４５億トノレの２８％を占めている ・

　３）輸出転換比率にもとづく貿易収支

　輸出転換比率にもとづく貿易収支は，９列・ｈ列に示されているように・８０

年度で３億トルの黒字，８３年度で３８億トノレの黒字と試算される 。現地法人の生

産が日本からの輸出を一部代替したとしても全体としての製造業の貿易収支効

果は黒字である 。

　以上の３つの仮説を含む検討から，目本企業の直接投資による現地生産が製

造業の貿易収支に大幅な赤字をもたらしたと結論づけるのはかなり困難である 。

目本企業の直接投資が貿易収支に対して赤字要因であ ったとしても ・それほど

大きくないか，もしくは，黒字要因として働いていたと考える方か妥当であろ

う。 但し，この試算結果は，８０年度，８３年度の統計から得られるものであ って

将来起こりうる直接投資の貿易効果についても　般化できる性格のものではな

い。 な壱ならぱ，試算に使用した係数値のいくつかは，すでに述べたように ，

短期的に大きく変動する可能性を持ち，試算結果に大きく影響を与える ・また ・

短期的には比較的安定している係数値でも ，長期的にはある一定の傾向を持ち ・

貿易収支を悪化させる要剛こ働くかもしれない。例え（よ，現地法人の資本財調

達， 原材料 ・部品調達の目本からの輸入割合が・政治的 ・経済的理由から低下
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して行くかもしれないし・現地法人と本杜企業との競争が激しくなり ，輸出代

替の割合が高まっ ていくかもしれない。最近，業種によっ ては，現地法人の原

材料 ・部品現地調達比率が上昇し，目本への逆輸出も増加している
。

　（２）全産業の貿易収支

　古典派の仮説にもとづく全産業の貿易収支は，第１１表 ａ列，ｂ列に示されて

いるように・８０年度が９９億トノレの赤字，８３年度が転して１０５億トノレの黒字と

たっ ている ・製造業全体の貿易収支は８０年度と８３年度では，２５億ド ノレ とそれほ

ど大きな変化をしてはいないから，変化の主要な要因は農林漁業，鉱業の貿易

収支の変化にある ・８０年度の係数値で８３年度の貿易収支を試算すると ，全体で
１８９億ドノレの赤字のうち製造業の貿易収支がそれほど大きくは変化してはいた

いことからも・農林漁業，鉱業の貿易収支変化の大きさを確かめることができ

る（Ｃ 列参照）・ 産業によっ て若干の違いがあるものの，古典派の仮説による貿

易収支と同様た傾向が逆古典派の仮説，輸出転換比率による仮説にも当てはま

る（ｄ－１ 列参照）・ それぞれの仮説によっ て貿易収支の額及ひ方向は異なるが ，

　　　　　　　　　　　　第１１表全産業の貿易収支　　　　　　（単位 ：百万ド ノレ）

（ａ）　（ｂ）　（ｃ）

　古典派仮説
０年　８３年８０基準

（ｄ） （ｅ） （ｆ）

逆古典派仮説

（９） （ｈ）

輸出転換額
０年　８３年

（ｉ）

８０年 ８３年 ８０基準 ８０基準

農林漁業
一４，２２３　 －８７８－１２，４４３ 一４，２２３ 一８７８－１２，４４３ 一４，２２３ 一８７８－１２，４４３

鉱 業 一１７，７９３－３，２１２－１８，６４８ 一１７，７９３－３２１２－１８，６４８

製造業合計

一１７，７９３－３，２１２－１８，６４８

１２，０６８ １４，５７５ １２，２１０ ３９．７７８４１．１０３５３，７２０ ３４．８７０３５．１４２４０，４９０

食　料　品 一３ ，３０４ 一１ ，４７７ 一２，５０１ 一２，４５８ 一３７４ 一１ ，６１７ 一２，６８８ 一８５６ 一２，０９０

繊 維 一２，６２４ 一１ ，９７０ 一２，１５８ ５０７ ９０６ ７５１ １８４ 一１０８ 一２５５

木材 ・紙 ・バ 一３ ，２９０ 一１ ，０５８ 一３ ，１５６ 一２，２００ 一２１９ 一１ ，１７２ 一２，７１３ 一８４９ 一２，８７８

化 学 ６ ２１７ 一３０５３ １， ８４９ ２， １８８ ３， ４５９ １， ６４１ １， ７１２ １， ４７５

鉄 鋼 一４５１ 一７０ ２， ８ユ６ ２， ３８０ １， ９１１ ６， ０１１ １， ９４５ １， ５３９ ５， １６６

非鉄金属
３二０７７ 一ｇ８７ 一２，５］６ 一１ ，２９７ ３５７ 一６２９ 一１ ，７１４ 一３３７ 一１ ，７５０

一般機械
２， ８１５ ２． ０５３ ３， ５７３ ４， １５２ ３， ０３１ ４， ９４９ ４， ０５０ ２， ８５３ ４， ６５９

電気機械
２， ９２６ ３， ３５７ ２， ８７ユ １０．９２１１１．５５７１１ ，５００ ９， ６８１ ９， ４７２ ９， １５３

輸送機械
２３ ，９４３ １６ ，１７９ ２１ ，６３９ ２６．７７８１９．７０９３０，９９９ ２６ ，５５１ ２０，９１１ ２９ ，８３０

精密機械
２， ６０５ ７９３ １， １０３ ３， １４９ １， １０５ １， ７６９ ２， ９４６ １， ０２７ １， ４６５

雑貨その他 一７，４８１ 一２，４６１ 一６ ，４０８ 一４，００３ ９３２－２，２９９ 一５，０１２ 一２２２ 一４，２８５

合計１ ｛・…似…伽・・１ １■・６２舳・３・ｚ６・８１
１２．８５４３１ ，０５２ ９， ３９９

一・・・・・・・・…一・・
・…１・・・…舳・・・・…１

（注）輸出代替効果は製造業のみに限定している
。

（７６８）
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いずれにせよ現地法人の貿易取引が目本の貿場収支に大きな影響を与えている

ことは確かめうる 。

　産業別には，貿易収支の黒字要因として般機械，電気機械，輸送機械，精

密機械の機械産業があげられる 。製造業の貿易取引に限定すれば，電気機械が

最も大きな額を占めていたが，商業の貿易取引を含めると輸送機械が最も大き

くなる 。貿易収支の赤字要因としては農林漁業，鉱業・食料品・繊維・木材 ．

紙・ バルプ，非鉄金属，その他製造業で，目本にとっ ての輸入産業・輸入代替

産業である 。

ＩＶ．今後の課題

　１ ．試算結果の留意点

　本稿で検討した直接投資の貿易効果は，アソヶ一ト調査にもとづく統計を利

用した試算結果である 。結果の評価については次の点に留意する必要がある 。

　（１）回答企業による統計は，全企業の状況を正確に反映しているわけではな

いから試算結果は一定の幅を持 って解釈すべきである ・

　（２）直接投資による貿易効果の試算では，目本と海外現地法人との産業構造 ・

生産技術構造が同一であることを前提としている 。輸出代替額１輸入代替額の

試算はこの前提に依存しているため，より現実的な数量分析を行うには，産業

別・ 地域別のケーススタデ ィが必要となる 。

　（３）全地域の現地法人についての産業別検討は，若干の結果の解釈を可能と

するが，現実経済の変動との関わりで議論するためには，地域別の貿易効果を

検討する必要がある 。

　（４）試算結果は，直接投資を行っている企業に関する貿易効果を示したもの

である 。現地法人の輸出入には，本杜企業以外の取引も含まれていることと ・

商業の日本企業貿易取引も直接投資企業に限られていないことから直接投資以

外の本国企業との競争関係も一定程度反映されていることになる ・本国直接投
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資の貿易効果は，単に本国の直接投資企業と現地法人との競争関係だげでなく
，

直接投資を行っていない本国企業との競争関係をも含めて考えるべきであるか

ら， 分析対象はその意味で限定されていることになる
。

　（５）産業別の貿易収支が直接投資の増加によっ てどのように変化するかは ，

海外の現地法人が得る収益とともに，本国企業が得る収益がどのように変化す

るかを意味しており ，企業別の利潤の観点からも極めて重要次意味を持ってい

る。 しかし，たとえある産業の貿易収支カ黒字で直接投資によっ てその黒字幅

が増加したとしても，当該産業の雇用が増加するとは限らない。なぜならぱ ，

本国の国内産業が不況で雇用が全体として減少しているかもしれない。あるい

は， 直接投資は，海外生産比率を高めることを通して，現地法人の雇用は増加

するかもしれないが，本国企業は合理化のため雇用が減少するかもしれない
。

直接投資による貿場収支効果を直接雇用効果に結ぴ付げるのには困難がある
。

直接投資によっ て起こりうる生産技術変化の想定とその結果生じうる国内経済

の変動を考慮の上，雇用効果を検討する必要があろう 。

　以上，結果の解釈の考察から明らかなように，本稿の分析は直接投資の経済

効果を分析するための第一段階であり ，今後以下のようた課題が考えられる 。

　２　今後の課題

　（１）本稿で得られた直接投資の産業別貿易効果の試算結果についての経済的

解釈を深めるために，進出先の地域別分析を進める必要がある
。

　（２）直接投資の経済効果を国民経済の循環の中で把握するためには，複数国

問の相互依存関係の分析が必要となる 。その方法としては，産業連関表を用い

ての分析とマクロ 計量経済モテル分析が考えられる 。則者の方法は産業研究所

が試みている方法である 。後者の方法を進めるのには皿で述べたように，デー

タ上の制約がある 。
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